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企業立地関係補助金の申請について 岡山市の支援制度を活用した主な企業

民間物件情報の提供について

企
業
様

岡
山
市

事前相談 認定申請

認定通知 交付決定 補助金交付

事業開始 操業開始
事業開始の前日まで

岡山市では、企業の皆様が市内への立地を効率的に進めていただけるよう、住まいる岡山物件情報提供システムを運営する（公社）岡
山県宅地建物取引業協会・（一社）岡山県不動産協会と連携し、オフィスを中心とした物件情報を提供しています。
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希望条件入力 一斉照会

相談・システム紹介

物件情報の提供 物件情報を登録物件登録状況の確認

契約等に向けた連絡・交渉等

申請手続きの主な流れ

ご利用の流れ

● 本社・本社機能

資産管理専門銀行株式会社日本カストディ銀行

ライト電業株式会社

協和ファインテック株式会社

株式会社天満屋ストア

岡山県貨物運送株式会社

各種商品卸売業

産業用機械の設計・製造・販売、
医療機器の研究・開発・製造・販売

食料品、雑貨、衣料品の販売及び
食料品の加工など

貨物運送事業

● 中四国支店等

エステー株式会社

株式会社J-オイルミルズ

株式会社ワークポート

野原産業株式会社

株式会社ＩＳＳリアライズ

消臭芳香剤・防虫剤の製造業

油脂及び各種食品などの
製造・加工・販売

人材紹介事業及び育成型
無料エンジニアスクールの運営

内装資材などの販売、各種工事の
企画・調査・設計など

特殊鋼及び各種特殊鋼加工製品の
卸売・販売など

● IT・デジタルコンテンツ産業等

株式会社オーディオストック

アールエムトラスト株式会社

有限会社電マーク

株式会社TMJ

日本ソフトウェアマネジメント
株式会社

音楽配信サービスの運営

不動産管理会社の事務代行業務など

オンライン会議の運営、
映像コンテンツの制作など

BPOに関する業務受託サービス

パッケージソフトウェア開発

株式会社Ａ．Ｄ．Ｄ

株式会社トスコ

グラフィックデザイン事業、
WEB事業など

ソフトウェア開発及び
コンピュータ機器販売など

● 工場・研究所等

マックスバリュ西日本株式会社

株式会社システムエンタープライズ

ユアサシステム機器株式会社

株式会社両備システムズ

食料品及び日用雑貨用品の
小売販売

ソフトウェア開発、情報システムに
関するコンサルティング

耐久試験システムなどの研究・開発

行政、社会保障、医療分野から、
民間企業向けの情報サービス事業など

● 工場・研究所（再投資）

株式会社クレスコ

大阪シーリング印刷株式会社

オカネツ工業株式会社

大建工業株式会社

株式会社クラレ

産業機械部品などの製造

シール・ラベル、フィルム製品、
紙器パッケージの製造・加工・販売
及びラベリングシステムの販売
小型農業機械製造販売及び動力伝達装置
などの製造販売、金属熱処理加工及び歯車
製造販売、各種機械部品製造販売

建築資材の製造販売

化学繊維、合成樹脂、
化学品の製造・開発・販売事業

ヤンマーアグリ株式会社

ＤＯＷＡエレクトロニクス岡山
株式会社

日本ゴア合同会社

株式会社  林  原

株式会社メタルテック

農業用機械（トラクター・コンバイン・
田植機）の製造

電子材料などの製造

プラスチック製品加工など

食品原料、医薬品原料、化粧品原料、
健康食品原料などの開発・製造・販売

自動車部品、産業車両部品などの
開発・設計・製造

● 物流施設

富士鋼材株式会社

株式会社ヒラタコーポレーション

横田運送有限会社

西久大運輸倉庫株式会社

エス・ユー・ジャパン株式会社

鋼材卸売業

金属リサイクルの国内・貿易事業など

一般貨物自動車運送業、倉庫業

貨物自動車運送事業、通運業、
倉庫業など

一般貨物自動車運送業、倉庫業

株式会社岡田商運 一般貨物自動車運送業、
貨物運送取扱業、倉庫業
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● 建設型は建設着工日の前日まで、非建設型は賃貸借契約日又は建物売買契約日の前日までに認定の申請が必要です。
● 認定事業所等の操業又は事業の開始後建設型は��年以内、非建設型は�年以内に事業を中止又は廃止する場合、補助金返還の対象と

なります。

注意
事項

● 岡山市及び（公社）岡山県宅地建物取引業協会・（一社）岡山県不動産協会は➆契約等に向けた連絡・交渉等には一切関与しません。
● 詳細は岡山市にお問い合わせください。

注意
事項

交付申請

人材確保奨励金の対象となる従業員採用期間

１年半以内

・建設着工
・賃貸借契約
・建物売買契約

支援制度を活用した主な企業


